
第���号議案

島根県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例

第�条 島根県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成��

年島根県条例第��号）の一部を次のように改正する。

「第��条―第�	条」を「第
�条―第

条」に、「第�章」を「第�	章」に、

「第��条―第��条」を「第���条―第���条」に、「第��章」を「第��章」に、

「第��条―第��条」を「第���条―第��	条」に改める。

第�条中「（助産施設、乳児院、母子生活支援施設、保育所、児童厚生施

設、児童養護施設、情緒障害児短期治療施設、児童自立支援施設及び児童家庭

支援センターに限る。）」を削る。

第��条中「児童養護施設」の次に「、障害児入所施設」を加える。

第��条第
項中「児童養護施設」の次に「、障害児入所施設、児童発達支援

センター」を加える。

第��条第
項中「厚生労働省関係構造改革特別区域法第二条第三項に規定す

る省令の特例に関する措置及びその適用を受ける特定事業を定める省令」を
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目次中「第�章 児童養護施設（第��条―第��条）」を

「第�章 児童養護

第�章 福祉型障

第�章 医療型障

第��章 福祉型児

第��章 医療型児

施設（第��条―第��条）

害児入所施設（第��条―第��条）

害児入所施設（第��条―第�
条）

童発達支援センター（第��条―第��条）

童発達支援センター（第��条―第
�条）」

に、「第�章」を「第��章」に、



「厚生労働省関係構造改革特別区域法第三十四条に規定する政令等規制事業に

係る省令の特例に関する措置を定める省令」に改め、「平成��年厚生労働省令

第���号」の次に「。以下「構造改革特区省令｣ という。」を加え、「次条第

�項において」を「以下」に改め、「係る保育所は、」の次に「公立保育所に

おける給食の外部搬入方式の容認事業（保育所外で調理し搬入する方法によ

り」を加え、「対する」を「対して」に、「について、当該保育所外で調理し

搬入する方法により行う」を「を行う事業をいう。）を実施する」に改める。

第��条第�項中「保育所における」を「保育所は、保育士配置要件の緩和事

業（」に、「ついては」を「ついて」に、「限って、保育士とみなす」を「限

り、保育士とみなして保育を行う事業をいう。）を実施する」に改める。

第��章中第	
条を第���条とし、第	�条を第���条とし、第	�条を第���条と

し、同章を第��章とし、第�章中第	�条を第���条とし、第
�条から第	�条ま

でを��条ずつ繰り下げ、同章を第��章とし、第�章中第
�条を第

条とし、第

��条から第
�条までを��条ずつ繰り下げ、同章を第��章とし、第�章の次に次

の�章を加える。

第�章 福祉型障害児入所施設

（設備の基準）

第��条 福祉型障害児入所施設の設備の基準は、次のとおりとする。

� 児童の居室、調理室、浴室、便所、医務室及び静養室を設けること。た

だし、児童��人未満を入所させる施設であって主として知的障害のある児

童を入所させるものにあっては医務室を、児童��人未満を入所させる施設

であって主として盲児又はろうあ児（以下「盲ろうあ児」という。）を入

所させるものにあっては医務室及び静養室を設けないことができる。

� 主として知的障害のある児童を入所させる福祉型障害児入所施設には、

職業指導に必要な設備を設けること。

� 主として盲児を入所させる福祉型障害児入所施設には、次の設備を設け

ること。

ア 遊戯室、訓練室、職業指導に必要な設備及び音楽に関する設備
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イ 浴室及び便所の手すり並びに特殊表示等身体の機能の不自由を助ける

設備

� 主としてろうあ児を入所させる福祉型障害児入所施設には、遊戯室、訓

練室、職業指導に必要な設備及び映像に関する設備を設けること。

� 主として肢体不自由のある児童を入所させる福祉型障害児入所施設に

は、次の設備を設けること。

ア 訓練室及び屋外訓練場

イ 浴室及び便所の手すり等身体の機能の不自由を助ける設備

� 主として盲児を入所させる福祉型障害児入所施設又は主として肢体不自

由のある児童を入所させる福祉型障害児入所施設においては、階段の傾斜

を緩やかにすること。

� 児童の居室の�室の定員は、これを�人以下とし、その面積は、�人に

つき����平方メートル以上とすること。ただし、乳幼児のみの居室の�室

の定員は、これを�人以下とし、その面積は、�人につき���平方メート

ル以上とする。

� 入所している児童の年齢等に応じ、男子と女子の居室を別にすること。

� 便所は、男子用と女子用とを別にすること。

（職員）

第	
条 主として知的障害のある児童（自閉症を主たる症状とする児童（以下

「自閉症児」という。）を除く。次項及び第�項において同じ。）を入所さ

せる福祉型障害児入所施設には、嘱託医、児童指導員、保育士、栄養士、調

理員及び児童発達支援管理責任者（障害児通所支援又は障害児入所支援の提

供の管理を行う者として厚生労働大臣が定めるものをいう。以下同じ。）を

置かなければならない。ただし、児童��人以下を入所させる施設にあっては

栄養士を、調理業務の全部を委託する施設にあっては調理員を置かないこと

ができる。


 主として知的障害のある児童を入所させる福祉型障害児入所施設の嘱託医

は、精神科又は小児科の診療に相当の経験を有する者でなければならない。
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� 主として知的障害のある児童を入所させる福祉型障害児入所施設の児童指

導員及び保育士の総数は、通じておおむね児童の数を���で除して得た数以

上とする。ただし、児童��人以下を入所させる施設にあっては、更に�以上

を加えるものとする。

� 主として自閉症児を入所させる福祉型障害児入所施設には、第�項に規定

する職員並びに医師及び看護師を置かなければならない。ただし、児童��人

以下を入所させる施設にあっては栄養士を、調理業務の全部を委託する施設

にあっては調理員を置かないことができる。

� 主として自閉症児を入所させる福祉型障害児入所施設の嘱託医について

は、第	項の規定を準用する。


 主として自閉症児を入所させる福祉型障害児入所施設の児童指導員及び保

育士の総数については、第�項の規定を準用する。

� 主として自閉症児を入所させる福祉型障害児入所施設の医師は、児童を対

象とする精神科の診療に相当の経験を有する者でなければならない。

� 主として自閉症児を入所させる福祉型障害児入所施設の看護師の数は、児

童おおむね
�人につき�人以上とする。

� 主として盲ろうあ児を入所させる福祉型障害児入所施設については、第一

項の規定を準用する。

�� 主として盲ろうあ児を入所させる福祉型障害児入所施設の嘱託医は、眼科

又は耳鼻咽喉科の診療に相当の経験を有する者でなければならない。

�� 主として盲ろうあ児を入所させる福祉型障害児入所施設の児童指導員及び

保育士の総数は、通じて、乳幼児おおむね�人につき�人以上、少年おおむ

ね�人につき�人以上とする。ただし、児童��人以下を入所させる施設に

あっては、更に�人以上を加えるものとする。

�
 主として肢体不自由のある児童を入所させる福祉型障害児入所施設には、

第�項に規定する職員及び看護師を置かなければならない。ただし、児童��

人以下を入所させる施設にあっては栄養士を、調理業務の全部を委託する施

設にあっては調理員を置かないことができる。
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�� 主として肢体不自由のある児童を入所させる福祉型障害児入所施設の児童

指導員及び保育士の総数は、通じておおむね児童の数を���で除して得た数

以上とする。

�� 心理指導を行う必要があると認められる児童�人以上に心理指導を行う場

合には心理指導担当職員を、職業指導を行う場合には職業指導員を置かなけ

ればならない。

�� 心理指導担当職員は、大学等の学部で、心理学を専修する学科若しくはこ

れに相当する課程を修めて卒業した者であって、個人及び集団心理療法の技

術を有するもの又はこれと同等以上の能力を有すると認められる者でなけれ

ばならない。

（生活指導及び学習指導）

第��条 福祉型障害児入所施設における生活指導は、児童が日常の起居の間

に、当該福祉型障害児入所施設を退所した後、できる限り社会に適応するよ

うこれを行わなければならない。

	 福祉型障害児入所施設における学習指導については、第��条第	項の規定

を準用する。

（職業指導を行うに当たって遵守すべき事項）

第�
条 福祉型障害児入所施設における職業指導は、児童の適性に応じ、児童

が将来できる限り健全な社会生活を営むことができるようこれを行わなけれ

ばならない。

	 前項に規定するほか、福祉型障害児入所施設における職業指導について

は、第��条第�項の規定を準用する。

（入所支援計画の作成）

第�
条 福祉型障害児入所施設の長は、児童の保護者及び児童の意向、児童の

適性、児童の障害の特性その他の事情を踏まえた計画を作成し、これに基づ

き児童に対して障害児入所支援を提供するとともに、その効果について継続

的な評価を実施することその他の措置を講ずることにより児童に対して適切

かつ効果的に障害児入所支援を提供しなければならない。
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（児童と起居を共にする職員）

第��条 福祉型障害児入所施設（主として盲ろうあ児を入所させる福祉型障害

児入所施設を除く。）については、第��条の規定を準用する。

（保護者等との連絡）

第��条 福祉型障害児入所施設の長は、児童の保護者に児童の性質及び能力を

説明するとともに、児童の通学する学校及び必要に応じ当該児童を取り扱っ

た児童福祉司又は児童委員と常に密接な連絡をとり、児童の生活指導、学習

指導及び職業指導につき、その協力を求めなければならない。

（心理学的及び精神医学的診査）

第��条 主として知的障害のある児童を入所させる福祉型障害児入所施設にお

いては、入所している児童を適切に保護するため、随時心理学的及び精神医

学的診査を行わなければならない。ただし、児童の福祉に有害な実験にわ

たってはならない。

（入所した児童に対する健康診断）

第��条 主として盲ろうあ児を入所させる福祉型障害児入所施設においては、

第��条第�項に規定する入所時の健康診断に当たり、特に盲ろうあの原因及

び機能障害の状況を精密に診断し、治療可能な者については、できる限り治

療しなければならない。

	 主として肢体不自由のある児童を入所させる福祉型障害児入所施設におい

ては、第��条第�項に規定する入所時の健康診断に当たり、整形外科的診断

により肢体の機能障害の原因及びその状況を精密に診断し、入所を継続する

か否かを考慮しなければならない。

第
章 医療型障害児入所施設

（設備の基準）

第��条 医療型障害児入所施設の設備の基準は、次のとおりとする。

� 医療型障害児入所施設には、医療法に規定する病院として必要な設備の

ほか、訓練室及び浴室を設けること。

� 主として自閉症児を入所させる医療型障害児入所施設には、静養室を設
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けること。

� 主として肢体不自由のある児童を入所させる医療型障害児入所施設に

は、屋外訓練場、ギブス室、特殊手工芸等の作業を指導するに必要な設

備、義肢装具を製作する設備を設けること。ただし、義肢装具を製作する

設備は、他に適当な設備がある場合は、これを設けることを要しないこと｡

� 主として肢体不自由のある児童を入所させる医療型障害児入所施設にお

いては、階段の傾斜を緩やかにするほか、浴室及び便所の手すり等身体の

機能の不自由を助ける設備を設けること。

（職員）

第��条 主として自閉症児を入所させる医療型障害児入所施設には、医療法に

規定する病院として必要な職員のほか、児童指導員、保育士及び児童発達支

援管理責任者を置かなければならない。

� 主として自閉症児を入所させる医療型障害児入所施設の児童指導員及び保

育士の総数は、通じておおむね児童の数を���で除して得た数以上とする。

� 主として肢体不自由のある児童を入所させる医療型障害児入所施設には、

第�項に規定する職員及び理学療法士又は作業療法士を置かなければならな

い。

� 主として肢体不自由のある児童を入所させる医療型障害児入所施設の長及

び医師は、肢体の機能の不自由な者の療育に関して相当の経験を有する医師

でなければならない。

� 主として肢体不自由のある児童を入所させる医療型障害児入所施設の児童

指導員及び保育士の総数は、通じて、乳幼児おおむね	
人につき�人以上、

少年おおむね�
人につき�人以上とする。

� 主として重症心身障害児（法第
条第�項に規定する重症心身障害児をい

う。以下同じ。）を入所させる医療型障害児入所施設には、第�項に規定す

る職員及び心理指導を担当する職員を置かなければならない。


 主として重症心身障害児を入所させる医療型障害児入所施設の長及び医師

は、内科、精神科、医療法施行令（昭和��年政令第���号）第�条の�第�
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項第�号ハ及びニ�の規定により神経と組み合わせた名称を診療科名とする

診療科、小児科、外科、整形外科又はリハビリテーション科の診療に相当の

経験を有する医師でなければならない。

（心理学的及び精神医学的診査）

第��条 主として自閉症児を入所させる医療型障害児入所施設における心理学

的及び精神医学的診査については、第��条の規定を準用する。

（入所した児童に対する健康診断）

第��条 主として肢体不自由のある児童を入所させる医療型障害児入所施設に

おいては、第��条第�項に規定する入所時の健康診断に当たり、整形外科的

診断により肢体の機能障害の原因及びその状況を精密に診断し、入所を継続

するか否かを考慮しなければならない。

（児童と起居を共にする職員等）

第��条 医療型障害児入所施設（主として重症心身障害児を入所させる施設を

除く。以下この項において同じ。）における児童と起居を共にする職員、生

活指導、学習指導及び職業指導並びに医療型障害児入所施設の長の保護者等

との連絡については、第�	条、第��条、第��条及び第�
条の規定を準用す

る。

� 医療型障害児入所施設の長の計画の作成については、第��条の規定を準用

する。

第��章 福祉型児童発達支援センター

（設備の基準）

第��条 福祉型児童発達支援センターの設備の基準は、次のとおりとする。

� 福祉型児童発達支援センター（主として重症心身障害児を通わせる福祉

型児童発達支援センターを除く。以下この号において同じ。）には、指導

訓練室、遊戯室、屋外遊戯場（福祉型児童発達支援センターの付近にある

屋外遊戯場に代わるべき場所を含む。）、医務室、相談室、調理室、便所

並びに児童発達支援の提供に必要な設備及び備品を設けること。

� 福祉型児童発達支援センター（主として難聴児を通わせる福祉型児童発
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達支援センター及び主として重症心身障害児を通わせる福祉型児童発達支

援センターを除く。次号において同じ。）の指導訓練室の�室の定員は、

これをおおむね��人とし、その面積は、児童�人につき����平方メートル

以上とすること。

� 福祉型児童発達支援センターの遊戯室の面積は、児童�人につき���	平

方メートル以上とすること。

� 主として知的障害のある児童を通わせる福祉型児童発達支援センターに

は、静養室を設けること。

� 主として難聴児を通わせる福祉型児童発達支援センターには、聴力検査

室を設けること。

� 主として重症心身障害児を通わせる福祉型児童発達支援センターには、

指導訓練室、調理室、便所並びに児童発達支援の提供に必要な設備及び備

品を設けること。

（設備の特例）

第
�条 地方公共団体が、その設定する構造改革特別区域法第�条第�項に規

定する構造改革特別区域内における福祉型児童発達支援センターについて、

構造改革特区省令第�条各号に掲げる要件を満たしていることを認めて同法

第
条第�項の内閣総理大臣の認定を申請し、その認定を受けたときは、当

該認定の日以後は、当該認定に係る福祉型児童発達支援センターは、児童発

達支援センターにおける給食の外部搬入方式の容認事業（児童発達支援セン

ター外で調理し搬入する方法により当該児童発達支援センターの障害児に対

して食事の提供を行う事業をいう。第

条において同じ。）を実施すること

ができる。この場合において、当該福祉型児童発達支援センターは、当該事

業を実施することとしてもなお当該福祉型児童発達支援センターにおいて行

うことが必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を備える

ものとする。

（職員）

第
�条 福祉型児童発達支援センター（主として難聴児を通わせる福祉型児童
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発達支援センター及び主として重症心身障害児を通わせる福祉型児童発達支

援センターを除く。次項において同じ。）には、嘱託医、児童指導員、保育

士、栄養士、調理員及び児童発達支援管理責任者のほか、日常生活を営むの

に必要な機能訓練を行う場合には、機能訓練担当職員（日常生活を営むのに

必要な機能訓練を担当する職員をいう。以下同じ。）を置かなければならな

い。ただし、児童��人以下を通わせる施設にあっては栄養士を、調理業務の

全部を委託する施設にあっては調理員を置かないことができる。

� 福祉型児童発達支援センターの児童指導員、保育士及び機能訓練担当職員

の総数は、通じておおむね児童の数を�で除して得た数以上とする。

� 主として知的障害のある児童を通わせる福祉型児童発達支援センターの嘱

託医は、精神科又は小児科の診療に相当の経験を有する者でなければならな

い。

� 主として難聴児を通わせる福祉型児童発達支援センターには、第�項に規

定する職員及び言語聴覚士を置かなければならない。ただし、児童��人以下

を通わせる施設にあっては栄養士を、調理業務の全部を委託する施設にあっ

ては調理員を置かないことができる。

� 主として難聴児を通わせる福祉型児童発達支援センターの嘱託医は、眼科

又は耳鼻咽喉科の診療に相当の経験を有する者でなければならない。

� 主として難聴児を通わせる福祉型児童発達支援センターの児童指導員、保

育士、言語聴覚士及び機能訓練担当職員の総数は、通じておおむね児童の数

を�で除して得た数以上とする。ただし、言語聴覚士の数は、�人以上でな

ければならない。

	 主として重症心身障害児を通わせる福祉型児童発達支援センターには、第

�項に規定する職員及び看護師を置かなければならない。ただし、児童��人

以下を通わせる施設にあっては栄養士を、調理業務の全部を委託する施設に

あっては調理員を置かないことができる。


 主として重症心身障害児を通わせる福祉型児童発達支援センターの嘱託医

は、内科、精神科、医療法施行令第�条の�第�項第�号ハ及びニ�の規定
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により神経と組み合わせた名称を診療科名とする診療科、小児科、外科、整

形外科又はリハビリテーション科の診療に相当の経験を有する者でなければ

ならない。

� 主として重症心身障害児を通わせる福祉型児童発達支援センターの児童指

導員、保育士、看護師及び機能訓練担当職員の数は、通じておおむね児童の

数を�で除して得た数以上とする。ただし、機能訓練担当職員の数は、�人

以上でなければならない。

（生活指導及び計画の作成）

第��条 福祉型児童発達支援センターにおける生活指導及び福祉型児童発達支

援センターの長の計画の作成については、第��条第�項及び第��条の規定を

準用する。

（保護者等との連絡）

第�	条 福祉型児童発達支援センターの長は、児童の保護者に児童の性質及び

能力を説明するとともに、必要に応じ当該児童を取り扱った児童福祉司又は

児童委員と常に密接な連絡をとり、児童の生活指導につき、その協力を求め

なければならない。

（入所した児童に対する健康診断）

第�
条 主として難聴児を通わせる福祉型児童発達支援センターにおいては、

第�
条第�項に規定する入所時の健康診断に当たり、特に難聴の原因及び機

能障害の状況を精密に診断し、治療可能な者については、できる限り治療し

なければならない。

（心理学的及び精神医学的診査）

第��条 主として知的障害のある児童を通わせる福祉型児童発達支援センター

における心理学的及び精神医学的診査については、第��条の規定を準用す

る。

第��章 医療型児童発達支援センター

（設備の基準）

第��条 医療型児童発達支援センターの設備の基準は、次のとおりとする。
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� 医療法に規定する診療所として必要な設備のほか、指導訓練室、屋外訓

練場、相談室及び調理室を設けること。

� 階段の傾斜を緩やかにするほか、浴室及び便所の手すり等身体の機能の

不自由を助ける設備を設けること。

（設備の特例）

第��条 地方公共団体が、その設定する構造改革特別区域法第�条第�項に規

定する構造改革特別区域内における医療型児童発達支援センターについて、

構造改革特区省令第�条各号に掲げる要件を満たしていることを認めて同法

第�条第�項の内閣総理大臣の認定を申請し、その認定を受けたときは、当

該認定の日以後は、当該認定に係る医療型児童発達支援センターは、児童発

達支援センターにおける給食の外部搬入方式の容認事業を実施することがで

きる。この場合において、当該医療型児童発達支援センターは、当該事業を

実施することとしてもなお当該医療型児童発達支援センターにおいて行うこ

とが必要な調理のための加熱、保存等の調理機能を有する設備を備えるもの

とする。

（職員）

第��条 医療型児童発達支援センターには、医療法に規定する診療所として必

要な職員のほか、児童指導員、保育士、看護師、理学療法士又は作業療法士

及び児童発達支援管理責任者を置かなければならない。

（入所した児童に対する健康診断）

第��条 医療型児童発達支援センターにおいては、第	
条第�項に規定する入

所時の健康診断に当たり、整形外科的診断により肢体の機能障害の原因及び

その状況を精密に診断し、入所を継続するか否かを考慮しなければならな

い。

（生活指導等）

第�	条 医療型児童発達支援センターにおける生活指導並びに医療型児童発達

支援センターの長の保護者等との連絡及び計画の作成については、第��条第

�項、第��条及び第�
条の規定を準用する。
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附則第�項第�号中「（この条例の対象となる施設に係る部分に限る。）」

を削り、同項に次の�号を加える。

� 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の一部を改正する省令（平成

��年厚生労働省令第��号）附則第�条及び第�条

第�条 島根県児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

次のように改正する。

第	条第�項中「ともに、」の次に「その立地条件を踏まえた」を加え、

「するように努めなければ」を「しなければ」に改める。

第��条第�項ただし書中「、乳幼児�
人以下を入所させる施設にあっては個

別対応職員を」を削り、同条第�項中「���人」を「��
人」に改める。

第�
条第�項を次のように改める。

� 配偶者からの暴力を受けたこと等により個別に特別な支援を行う必要があ

ると認められる母子に当該支援を行う場合には、個別対応職員を置かなけれ

ばならない。

第�
条に次の�項を加える。

� 母子支援員の数は、母子�
世帯以上�
世帯未満を入所させる母子生活支援

施設においては�人以上、母子�
世帯以上を入所させる母子生活支援施設に

おいては�人以上とする。

	 少年を指導する職員の数は、母子�
世帯以上を入所させる母子生活支援施

設においては、�人以上とする。

第��条第	項中「通じて、」の次に「満�歳に満たない幼児おおむね��
人

につき�人以上、満�歳以上」を加え、「	人」を「���人」に改め、同条第

�項中「���人」を「��
人」に改める。

第��条第	項中「�人」を「���人」に改める。

第�
�条第	項中「�人」を「���人」に改める。

附 則

この条例中第�条の規定は公布の日から、第�条の規定は平成��年�月�日か

ら施行する。

―��
―


